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３兆2,000億円余の対中円借款

　中国への政府開発援助（ODA）
は「改革開放」を支援することか
ら始まり、2021年度末をもって
すべて終了することになった。そ
うした中で、1979年２月から始
まった対中ODAの40年目という
節目となった2019年に、12月7
日から13日にわたり国際協力機
構（JICA）と北京の清華大学と
の共催による「対中ODA40周年
総括写真展・シンポジウム」が開
催された。開幕式では福田康夫元
首相が出席してスピーチを行った。
父親の福田赳夫元首相は1978年
に日中平和友好条約を結んでいる。
　写真展は、題して「新時代の日
中関係を築く―改革は開放以来の
日中経済協力の軌跡と成果」。後
援は中国科学技術部国際協力局、
財政部国際財政協力局、在中日本
大使館だ。
　中国財政部によると、対中円借
款協力（中国は対中ODAは、い
わゆる途上国援助ではないという
立場をとっているが）は、1979

年から2007年までの最後の円借
款を含めて合計３兆2,165億円、
231プロジェクトに達している。
対象分野は工業、農業、交通、エ
ネルギー、通信、環境保全、人材
育成と幅広い。さらに、中国科学
技術部によると、40年間で131件
の技術協力、212件の開発調査、
３万7,335人の研修、9,490人の
日本からの専門家派遣、855人の
ボランティア派遣、190件の草の
根技術協力が実施され、その累計
額は1,853.02億円に達する。
　インフラ関連では、港湾が秦皇
島港湾拡充から始まり、大連、河
北、青島、石臼湖、連雲、上海、
宝山、深圳、海南島の港湾開発。
空港は上海浦東国際空港に続いて
北京、武漢、西安、蘭州、ウルム
チなど。開発事業では水力の天生
橋水力、五強渓ダム、北京十三陵
揚水発電所などの水力発電が７件。
その他に火力発電の案件が５件実
施された。
　筆者は対中協力の中でも、国土
の保全を考えると砂漠化防止にも
貢献する林業（植林）事業を注視

し、その協力の純度を高く評価し
ている。砂漠化現象は北京近郊に
まで迫っていると言うから、中国
は砂漠化の脅威にもさらされてい
ることになる。
　中国の国家環境保護協力につい
ては、2007年、円借款部門が中
国の国家環境保護総局と覚書きを
結んでいる。無償援助では日中友
好環境保全センターを設立してい
る。中国の環境被害は深刻で、例
えば温室効果ガス排出、大気汚染、
海洋汚染、砂漠化など、まさに
“環境問題のデパート”だと言わ
れてきた。その中で、中国政府は
第９次の５カ年計画（1996年～
2000年）で環境投資を倍増させ、
日本からの円借款は環境総投資額
の約10％。外国資金の約３％を
環境改善、予防に充てている。な
かでも、工場の排ガスの民間利用
や廃棄物の再利用を目指す循環型
経済政策の導入は高く評価される
ものである。

見失われたか改革開放の心

　さて、ここで本題に入りたい。

　今回の「対中ODA40周年総括
写真展・シンポジウム」について、
当事者は開催の意図をこう述べて
いる。
 「改革開放政策から習近平“新
時代”に至るまでの中国の経済発
展と、そこに関わっていた日中の
経済技術協力活動を振り返り、特
に中国の青年層や市民層が、この
間の歴史を振り返るための参考に
されることを期待した」
　過去をどう振り返り、そして将
来をどう展望するのか。今の中国
を考える時の良い命題だと思う。
これには色々な見方、考えがある。
例えばその一つは、1980年から
の改革開放政策があったからこそ、
今日の習近平“新時代”が到来し
た。その間、日本が友好のために
どれだけ献身的に協力したかを中
国の今の若い世代に知ってもらい
たいという狙い。もう一つは、劇
的に成長した中国がここらで過去
を振り返り、「改革開放」の初心
に戻って、中国の進むべき将来を
中国の若い世代に考えてほしいと
いう願いが込められているように
思われる。
　昨年はNHKの「中国“改革開
放”を支えた日本人」という番組
が多くの関心を集めた。周知のよ
うに、中国が文化大革命後の混迷
期から脱出できたのも、鄧小平に
よる「改革開放」政策によるとこ
ろが大きい。日本は世界中が中国
への融資を渋っている時に、「開
かれた国」を願って先陣を切るよ
うに融資した国である。国家の基
礎インフラともいうべき空港、港
湾、鉄道、電力への建設資金（円

借款）を提供し、中国の改革・開
放を援護した。

習近平王朝への不安

　NHKの番組では、中国近代化
の走りとなった宝山製鉄所建設を
めぐる日本の悪戦苦闘劇が描かれ、
次いで、中国経済再建のための政
策立案に関しては、改革開放政策
を担当した谷牧副首相と、戦後の
日本再建のために経済復興政策立
案に献身的な役割を果たした大来
佐武郎（一般的にはエコノミスト
と呼ばれていたが、大平第２次内
閣の外務大臣をも務めた）との厚
い交流が取り上げられている。中
国の経済再建には、日本の戦後復
興政策が貴重な参考になったと言
われている。北京での大来氏の
「日本の戦後復興政策」という講
演が大反響を呼び、これが北京首
脳部にまで及び、大来氏は改革開
放のアドバイザーを務めることに
なる。これは、日本の中国への知
的貢献を代表するものとなった。
　「改革開放」が始まった頃の中

国は、確かに“開かれた中国”と
いうイメージを強く与えていた。
自由開放度も高くなると考えられ
ていた。政治体制的には共産党に
よる集団指導制がとられていたが、
今では局面が大きく変わり、集団
指導制から習近平の独裁体制へと
進み、まるで中国歴代王朝の帝王
のような支配体制を築こうとして
いる。今では「改革開放」とは何
だったのかと、中国の将来に不安
を抱くのは筆者だけではないだろ
う。
　今回の対中ODA40年の回顧展
を見学した青年たちが、何を思い
考えたかは判然としないが、急成
長している中国は、ここらで少し
立ち止まって、過去を振り返りな
がら、世界の人びとの信頼は得ら
れているのか、文明的な開かれた
国のあり方を考えてほしいもので
ある。対中ODAの回顧展を通し
てこうした思いが中国の青年たち
に、なんらかのメッセージを送る
ことができたならば、回顧展の開
催意義は大きい。

「温故知新」のODA中国写真展
気になる中国青年たちの現状認識

渤海湾に面する秦皇島港湾開発のための埋め立て用砂利を運ぶ人海戦術ならぬ馬海戦術。
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世界銀行 公正成長・金融・制度担当チーフエコノミスト　ウィリアム・マロニー氏
アフリカ開発銀行（AfDB） ICT担当部長　ニコラス・ウィリアムズ氏

　

2．開発援助の挑戦
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ドローン輸送やスマートフォンによるキャッシュレス決済など、開発途上国では最

先端技術を活用する動きが加速している。中にはデジタル通貨の活用など、先進

国より先んじた取り組みを模索する国もある。グローバル化や貿易紛争といった

協調と分断入り混じる先行き不透明な世界経済の中、途上国は生き残り戦略とし

てどのような技術革新を起こそうとしているのか。持続可能な開発目標（SDGs）の

達成に向けても推進されている、“テクノロジー活用の今”をレポートする。

Zipline社のドローンを整備する男性。同社はルワンダで輸血用血液を遠隔地に
輸送する事業を展開している＝写真: Sarah Farhat / 世界銀行

ブロックチェーンでデジタル通貨を導入

5Gで期待膨らむ「空の産業革命」
ドローン



に協力する背景の一つに、宮沢氏
が前のプロジェクトで経験した思
いがある。以前はソニーグループ
に勤務し、電子マネー「Edy」
（現在の楽天Edy）の立ち上げに
中心的なメンバーの一人として加
わった。その宮沢氏が今、苦い教
訓として振り返るのは、クレジッ
トカードと同様に後日にまとめて
入金する仕組みにしてしまったこ
とだ。これでは販売しても、入金
までにタイムラグがあり、小規模
店舗では次の仕入れができない。
この教訓を生かして、バコンでは
即時に決済・送金がされるように
した。
　宮沢氏は、「2020年は世界各
国でブロックチェーンの活用が進
み、“ブロックチェーン元年”と
いう節目の年となる」と予想する。
金融・通貨市場にもデジタル化の
波が押し寄せる中、旧態依然とし
た現金決済が多い日本も変化に対
応していく必要があるのではない
か。

（本誌編集部：福島 勁太郎）

カンボジア中銀との共同事業は実
にスピーディーだ。ソラミツがブ
ロックチェーンの世界標準を開発
していると知ったカンボジア中銀
がデジタル通貨の共同開発に向け
た入札参加を持ちかけたのは
2017年１月のことだ。それから
３カ月ほどで共同開発に調印して
おり、カンボジア中銀の本気度が
垣間見える。選定後は同行とデジ
タル通貨「バコン」を開発し、
19年７月にはハイパーレジャー
いろはを活用したテスト運用に漕
ぎ着けた。上手く行けば、20年
の早期を目途に正式に導入される
見込みだ。
　デジタル通貨「バコン」は、カ
ンボジアにおける経済取引を劇的
に変えうる特徴を有している。ま
ずバコンはそれ自体が現金と同等
の価値を持ち、送金が可能だ。通
常、銀行を介した取引であると、
入金を指示するタイミングと実際
の入金までにタイムラグがあるが、
バコンは支払ったタイミングです
ぐに相手先に到達するため、取引
完了までのタイムラグがない。そ
して取引は手数料無料で行える。
これらは自国通貨リエルと米ドル
建てで可能だ。さらに送金は相手
の電話番号が分かれば、またはス
マホに表示されたQRコードをス
キャンさえすれば、容易にできる。
それでは何故、カンボジア中銀は
デジタル通貨を導入する決断に至
ったのか。宮沢特別顧問は背景の
一つに「金融包摂の試み」を指摘
する。カンボジアでは国民の銀行
口座の開設率が２割程度と低く、

８割程度が現金支
払い以外の決済手
段を有していなか
った。他方、スマ
ートフォンの普及
率は150％と言わ
れる。スマートフ
ォンにバコンのア
プリをダウンロー
ドすれば、計算上、
1,600万人のカン
ボジア全国民は誰
でも決済・送金で
きるようになり、決済手段が増え
る。そして銀行口座開設率の向上
にもつながると期待されている。
バコンを使った取引は一日250ド
ルに制限されているが、銀行口座
を持てば、そのような制限はなく
なる。オンライン上での取引に利
便性を感じた国民がビジネス目的
も視野に、より多額の取引をしよ
うと銀行口座を開設するよう仕向
けるということだ。
　続けて、宮沢氏はもう一つの背
景に「自国通貨の強化」を挙げる。
昨今、国際金融市場では中国のデ
ジタル人民元やリブラが話題にな
っている。このような利便性の高
いデジタル通貨が先に導入されて
しまえば、「自国通貨が利用され
なくなる恐れがある」と、カンボジ
ア中銀は危機感を抱いていたとい
う。今回、バコンを導入したのは、
そうなる前に先手を打つという意
図があったと、宮沢氏は続ける。

今年はブロックチェーン元年に

　実はソラミツが仮想通貨の開発

日本のベンチャー企業が協力

　米フェイスブックがデジタル通
貨「リブラ」の発行を計画するな
ど、近年、デジタル通貨が大きな
注目を集めている。2017年４月
には、カンボジア国立銀行（中央
銀行）と日本のベンチャー企業が
ブロックチェーンの技術を活用し
たデジタル通貨の共同開発に調印
し、国家レベルでの動きも始まっ
た。
　ブロックチェーンは「分散型台
帳技術」とも呼ばれ、取引のデー
タ（ブロック）を連続して記録・
管理する仕組みのことだ。複数の
管理者が複数のコンピューターで
データを管理し、データの改ざん
ができなくなるといった利点を有
している。カンボジア中銀が計画
するデジタル通貨の発行は、一国
の中央銀行がブロックチェーンの
技術を活用して行うという点で世
界初の試みであり、成否に注目が
集まっている。

世界標準の技術を開発

　カンボジア中銀とデジタル通貨
の共同開発に調印したのがソラミ
ツ（株）だ。「そらみつ」とは万
葉集で登場する「大和の国」の枕
詞で、「大和の国を空が満たす」
という意味だ。「世界中を覆うよ
うなブロックチェーンを作りた
い」という願いの下、2016年２
月に万葉集から社名を命名する形
で同社は設立された。
　ソラミツの宮沢和正特別顧問に
よると、同社がブロックチェーン
に着目したのは今後、期待できる
技術にもかかわらず、依然として、
運用面でさまざまな問題点を抱え
ていたからだ。例えば、今までの
技術であると、処理速度が遅い上、
保管されているデータへのアクセ
スが容易であり、プライバシー管
理が十分でなかった。さらに特殊
な言語を使うなどプログラムが難
しく、一部の優秀なエンジニアし
か開発ができず、なかなか普及が

進まないのが実情で
あった。
　こうした状況で渡
りに船だったのは、
2016年にリナック
ス・ファウンデーシ
ョンが「ハイパーレ
ジャー・プロジェク
ト」を立ち上げたこ

とだ。このプロジェクトはブロッ
クチェーンの世界標準を作ること
を目指すもので、同年５月にソラ
ミツも参画した。同年10月に約
290社の中から開発事業体の一つ
として選定された後、２年半にわ
たる開発を続け、19年５月に商
用バージョンとして、「ハイパー
レジャーいろは1.0」を発表する
に至った。
　ソラミツが開発したブロックチ
ェーンは今まで指摘されていた課
題をすべて克服するもので、安心
して利用できる技術だ。具体的に
は高速大容量となったのに加え、
アクセスは特定の人だけに限られ、
プライバシーは保護されている。
その上、一般的なプログラム開発
ができる人であれば、簡単に利用
できるようになっている。
　現在、ソラミツは自社が持つブ
ロックチェーンの技術を用いて、
国内外で事業を展開している。国
内では会津若松市と連携して、デ
ジタル地域通貨を開発中だ。国外
では、モスクワ証券取引所グルー
プにおける決済および証券保管・
振替（保振）のブロックチェーン
化を手掛けている。そして、同社
最大の海外案件となっているのが
冒頭で紹介したカンボジアにおけ
るデジタル通貨の共同開発だ。

経済取引のあり方を変える

テクノロジーが拓く新地平～途上国の生き残り戦略

専用アプリで残高の確認が可能だ＝ソラミツ（株）

仮想通貨「バコン」での決済を受け付けるお店が増えている＝ソラミツ（株）提供

ソラミツ（株） 特別顧問　宮沢 和正氏
ブロックチェーンでデジタル通貨を導入

カンボジア
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